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ま　え　が　き

わが国経済は、大企業については政府による経済対策の恩恵を受け改善の動きを見せ

る一方、経済を支えている大多数の中小企業は、円安に伴う燃料・原材料価格の高騰や

電気料金の値上げを価格転嫁できず収益は悪化し、更に４月の消費税増税による個人消

費の低迷や、海外進出企業の増加による国内産業の空洞化、若年労働者の雇用難などに

より依然として厳しい状況が続いています。

このような中、当中央会では、県内中小企業における労働事情の実態を的確に把握し

て、適正な労働対策を樹立できるよう「中小企業労働事情実態調査」を会員組合のご協

力を得て実施しました。

本報告書が、県内中小企業における労働事情の実態把握と今後の雇用システムの構築

に参考となれば幸甚です。

最後に、本調査の実施に際しまして、ご協力いただきました関係組合並びに各事業所

の皆様方にお礼申しあげますとともに、今後とも一層のご協力を賜りますようお願いい

たします。

　平成27年１月

 三重県中小企業団体中央会　
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Ⅰ．調査のあらまし

１．調 査 目 的　　�この調査は、三重県内の中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企

業対策の樹立と労働支援方針の策定に資することを目的とする。

２．調 査 機 関　　三重県中小企業団体中央会

３．調 査 時 点　　平成26年７月１日

４．調査対象産業　　（１）製造業� ①食料品製造業　②繊維工業　③木材・木製品製造業

� ④印刷・同関連製造業　⑤窯業・土石製品製造業

� ⑥化学工業　⑦金属・同製品製造業　⑧機械器具製造業

� ⑨その他の製造業

　　　　　　　　　　（２）非製造業� ①情報通信業　②運輸業　③建設業　④卸売業　⑤小売業

� ⑥サービス業

５．調査対象事業所数　　調査対象事業所数は、従業員規模300人未満の民営事業所（農業、水産を除く）

　　　　　　　　　　1,000事業所。

６．主な調査内容　　（１）経営について　　　　　　　（２）従業員の労働時間について

　　　　　　　　　　（３）従業員の有給休暇について　（４）新規学卒者の採用について

　　　　　　　　　　（５）女性の管理職について　　　（６）非正規雇用労働者について

　　　　　　　　　　（７）賃金改定について

７．調 査 方 法　　��本会において、全国中小企業団体中央会が作成した「中小企業労働事情実態調査票」

を調査対象事業所に組合を通じて配布し、回答を求めた。

　　　　　　　　　　＊「中小企業労働事情実態調査票」様式については巻末の「調査票」参照　

８．調査回答状況　　有効回答数　506事業所　回答率　50.6％

　　　　　　　　　　　製�造�業：227事業所

　　　　　　　　　　　非製造業：279事業所

９．備 考　　（１）��この調査は毎年行っているものであるが、事業所の所属組合等へ送付している

ため、回答事業所は一定していない。したがって、厳密な時系列比較はできな

い。

　　　　　　　　　　（２）��調査項目によっては、複数回答の項目があり、また、小数点以下を四捨五入し

ているため、合計が100にならない場合がある。
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Ⅱ．回答事業所の概要

１．労働組合の有無
労働組合の組織率は6.1％で、全国（6.6％）と比べると0.5ポイント低い。また前年度（6.5％）と

比べると0.4ポイント低い。

２．常用労働者数
回答事業所の常用労働者総数は12,730人。このうち男性は9,246人（72.6％）、女性は3,484人

（27.4％）である。1事業所あたりの平均常用労働者数は25.2人であった。女性常用労働者の占める比率

は27.4％で全国（29.5％）と比べると2.1ポイント低く、前年度（28.6％）と比べると1.2ポイント低い。

３．従業員の雇用形態別構成比
雇用形態別構成比をみると、「正社員」とするのが72.3％（男性81.8％、女性48.8％）と、全国の75.1％

（男性84.9％、女性53.1％）と比べると2.8ポイント低い（男性3.1ポイント、女性4.3ポイント低い）。

４．パートタイム労働者比率
パートタイム労働者の比率をみると、「０％」（一人も雇用していない）とするのが37.9％（前年度

39.4％）と、前年度より1.5ポイント減少しており、雇用比率は全国（56.3％）と比べると5.8ポイン

ト高い。

なお、パートタイムの平均雇用比率は18.5％で全国（15.0％）と比べると3.5ポイント高い。

（�※平均雇用比率･･･雇用全体［正社員・パートタイマー・派遣・アルバイト他］におけるパートタ

イム労働者の平均比率）

表１　回答事業所数の概要

区　　　分
回答

事業所数
合計

常用
労働者数
（人）

平均常用
労働者数
（人）

男性常用
労働者数
（人）

女性常用
労働者数
（人）

女性常用
労働者比率
（％）

正社員
比率
（％）

男性正社員
比率
（％）

女性正社員
比率
（％）

パートタイム
労働者比率が
０％（％）

パートタイム
平均雇用
比率（％）

労働組合
組織率
（％）

全　　　国 19,353 595,896 30.8 420,172 175,724 31.2 75.1 84.9 53.1 43.7 15.0 6.6

三重県　計 506 12,730 25.2 9,246 3,484 31.4 72.3 81.8 48.8 37.9 18.5 6.1

製
　
　
造

　
　
業

製造業　計 227 5,799 25.6 4,142 1,657 33.0 72.9 82.3 51.4 36.0 15.5 8.8

　食料品 30 690 23.0 403 287 45.9 56.8 78.6 32.7 13.8 26.7 3.3

　繊維工業 19 208 11.0 38 170 75.4 77.3 90.5 74.1 36.8 19.0 5.3

　木材・木製品 30 409 13.6 333 76 20.8 78.5 84.9 53.5 50.0 15.6 6.7

　印刷・同関連 12 215 17.9 136 79 43.7 82.2 88.5 71.3 27.3 16.9 16.7

　窯業・土石 38 518 13.6 393 125 24.9 81.4 86.5 66.7 39.5 15.3 ー

　化学工業 2 29 14.5 24 5 17.2 52.8 51.6 60.0 ー 47.2 ー

　金属・同製品 51 2,115 41.5 1,632 483 24.7 72.2 79.3 50.7 47.1 11.1 17.6

　機械器具 25 1,160 46.4 901 259 21.8 76.7 84.9 50.0 32.0 12.7 16.0

　その他製造業 20 455 22.8 282 173 38.0 74.1 88.0 51.4 25.0 21.4 5.0

非  

製  

造  

業

非製造業　計 279 6,931 24.8 5,104 1,827 30.0 71.8 81.3 46.4 39.4 21.0 3.9

　情報通信業 3 96 32.0 78 18 21.8 95.9 98.7 84.2 100.0 0.0 ー

　運輸業 38 1,774 46.7 1,590 184 11.4 84.7 87.3 63.5 39.5 7.3 15.8

　建設業 93 1,565 16.8 1,337 228 18.4 87.5 89.8 74.8 51.6 7.0 2.2

　卸売業 47 1,125 23.9 800 325 34.8 80.6 86.6 66.1 31.9 13.3 2.1

　小売業 48 574 12.0 323 251 53.2 56.1 70.4 39.7 27.1 40.5 2.1

　サービス業 50 1,797 35.9 976 821 39.5 47.5 61.6 29.3 32.0 42.7 2.0

規 

模 

別

　1～ 9 人 214 1,020 4.8 663 357 35.0 72.2 83.0 52.7 54.0 21.9 3.7

　10 ～ 29 人 170 2,873 16.9 2,068 805 28.0 79.4 87.1 61.0 36.8 15.9 2.9

　30 ～ 99 人 102 5,580 54.7 4,122 1,458 26.1 71.4 81.8 44.5 12.3 20.6 10.8

　100 ～ 300 人 20 3,257 162.9 2,393 864 26.5 68.5 77.6 44.5 24.0 16.5 35.0
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Ⅲ．調査結果の概要

１．経営について

（１）現在の経営状況［図１］、［表２］

1年前と比べた現在の経営状況については、「悪い」が26.3％（前年度34.8％、前々年度40.7％）、

「良い」が18.7％（前年度11.1％、前々年度11.4％）、「変わらない」が55.0％（前年度54.2％、前々

年度47.9％）となっている。

「悪い」とするのは前年度に比べ8.5ポイント減少しており、全国平均（28.0％）と比べても1.7ポ

イント低い。また、「良い」とするのは7.6ポイント上昇している。業種別にみると、回答事業所数の

少ない「化学工業」と「情報通信業」を除くと、「良い」という回答が多かったのは「卸売業」（29.8％）、

「金属・同製品」（26.5％）で、「悪い」という回答が多かったのは「小売業」（45.8％）、「運輸業」

（36.8％）であった。

（２）主要事業の今後の方針［図２］、［表３］

主要事業の今後の方針については、「現状維持」とするのが最も多く68.3％（前年度68.5％、前々

年度73.2％）、次いで「強化拡大」が25.1％（前年度25.2％、前々年度18.3％）、「縮小又は廃止」5.6％

（前年度6.0％、前々年度7.3％）を示している。「強化拡大」とするのは前年度より0.1ポイント低く

なっているが、「現状維持」、「縮小又は廃止」との比率は、昨年度と比べるとほとんど変わらない。

業種別にみると、回答事業所数の少ない「化学工業」と「情報通信業」を除くと、「強化拡大」が

高いのは製造業では「食料品」、「その他製造業」が40.0％、非製造業では「卸売業」（36.2％）、「サー

ビス業」（28.0％）であった。

表２　経営状況（業種別） 　　　　(%)

区　　　分 良い 変わらない 悪い

全　国　計 19.4 52.7 28.0

三重県　計 18.7 55.0 26.3

製
　
　
造
　
　
業

製造業　計 19.6 59.4 21.0

　食料品 20.0 70.0 10.0

　繊維工業 21.1 57.9 21.1

　木材・木製品 13.3 70.0 16.7

　印刷・同関連 25.0 41.7 33.3

　窯業・土石 21.1 55.3 23.7

　化学工業 ー ー 100.0

　金属・同製品 26.5 53.1 20.4

　機械器具 12.5 70.8 16.7

　その他製造業 15.0 55.0 30.0

非  

製  

造  

業

非製造業　計 18.0 51.4 30.6

　情報通信業 33.3 33.3 33.3

　運輸業 15.8 47.4 36.8

　建設業 20.7 60.9 18.5

　卸売業 29.8 40.4 29.8

　小売業 12.5 41.7 45.8

　サービス業 8.0 58.0 34.0

表３　主要事業の今後の方針（業種別）　 (%)

区　　　分 強化拡大 現状維持 縮小・廃止 その他

全　国　計 28.4 65.6 5.4 0.5

三重県　計 25.1 68.3 5.6 1.0

製
　
　
造
　
　
業

製造業　計 25.9 66.5 5.8 1.8

　食料品 40.0 56.7 ー 3.3

　繊維工業 10.5 84.2 5.3 ー

　木材・木製品 20.0 76.7 ー 3.3

　印刷・同関連 16.7 58.3 25.0 ー

　窯業・土石 15.8 71.1 10.5 2.6

　化学工業 50.0 ー 50.0 ー

　金属・同製品 30.0 64.0 6.0 ー

　機械器具 26.1 73.9 ー ー

　その他製造業 40.0 50.0 5.0 5.0

非  

製  

造  

業

非製造業　計 24.5 69.7 5.4 0.4

　情報通信業 66.7 ー ー 33.3

　運輸業 24.3 70.3 5.4 ー

　建設業 17.2 78.5 4.3 ー

　卸売業 36.2 59.6 4.3 ー

　小売業 21.3 68.1 10.7 ー

　サービス業 28.0 68.0 4.0 ー

図１　経営状況
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（３）経営上の障害（3項目以内複数回答）［図３］、［表４］

経営上の障害については、本年度最も多く選択されたのは「原材料・仕入高の高騰」で41.6％（前

年度25.1％）で、前年度に比べ16.5ポイント上昇している。次いで、前年度最も多く選択されていた

「同業他社との競争激化」が36.7％（前年度46.6％）、「人材不足（質の不足）」が35.3％（前年度

31.6％）の順となっている。

図３　経営上の障害

平成26年

平成25年

平成24年

環境規制の強化

金融・資金繰り難
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同業他社との競争激化

製品開発力・販売力の不足

販売不振・受注の減少

人件費の増大

労働力の過剰

人材不足（質の不足）

労働力不足（量の不足）

0 10 20 30 40 50 60％
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25.8 

23.7 

42.8 

10.9 

48.2 

16.3 

1.5 

24.5 

3.6 

3.9 

9.7 

17.5 

23.6 

25.1 

46.6 

12.7 

12.7 

1.2 

31.6 

9.0 

4.3 

8.7 

16.8 

16.2 

41.6 

36.7 

10.1

27.4 

17.6 

1.4 

35.3 

17.4 

39.8 

表４　経営上の障害（業種別・規模別）　　　　　　　　　　　　　　　　　 (%)

区　　　分
労働力不足

（量の不足）
人材不足

（質の不足）
労働力
の過剰

人件費
の増大

販売不振・
受注の減少

製品開発
力・販売
力の不足

同業他社と
の競争激化

原材料・
仕入品の
高騰

製品価格
（販売価格）

の下落

納期・単価
等の取引条
件の厳しさ

金融・
資金繰り難

環境規制
の強化

全　　　国 20.7 38.8 1.3 15.0 33.8 11.2 36.2 41.4 11.5 18.2 8.7 3.3

三重県　計 17.4 35.3 1.4 17.6 27.4 10.1 36.7 41.6 16.2 16.8 8.7 4.3

製
　
　
造

　
　
業

製造業　計 11.3 36.0 1.8 16.2 26.1 13.1 26.1 48.2 20.7 22.5 7.2 4.5

　食料品 6.7 23.3 ー 30.0 23.3 26.7 23.3 66.7 13.3 6.7 10.0 3.3

　繊維工業 26.3 52.6 ー 26.3 10.5 10.5 5.3 52.6 10.5 26.3 5.3 ー

　木材・木製品 13.8 24.1 ー 6.9 31.0 6.9 27.6 37.9 34.5 17.2 20.7 6.9

　印刷・同関連 ー 9.1 ー 9.1 63.6 ー 63.6 18.2 36.4 18.2 ー ー

　窯業・土石 16.2 29.7 2.7 2.7 32.4 13.5 16.2 75.7 21.6 10.8 5.4 10.8

　化学工業 ー ー ー 50.0 ー 50.0 50.0 ー 100.0 ー 50.0 ー

　金属・同製品 16.3 53.1 2.0 18.4 16.3 12.2 16.3 36.7 16.3 30.6 6.1 6.1

　機械器具 ー 36.0 4.0 28.0 20.0 4.0 40.0 32.0 20.0 60.0 ー ー

　その他製造業 ー 45.0 5.0 5.0 40.0 20.0 50.0 50.0 15.0 10.0 ー ー

非  

製  

造  

業

非製造業　計 22.5 34.7 1.1 18.8 28.4 7.7 45.4 36.2 12.5 12.2 10.0 4.1

　情報通信業 ー 66.7 ー ー 33.3 33.3 66.7 ー ー 33.3 ー ー

　運輸業 33.3 33.3 ー 25.0 25.0 5.6 11.1 61.1 5.6 8.3 22.2 13.9

　建設業 27.5 40.7 ー 19.8 25.3 2.2 42.9 36.3 5.5 14.3 5.5 1.1

　卸売業 12.8 38.3 ー 14.9 27.7 14.9 53.2 40.4 17.0 21.3 2.1 4.3

　小売業 13.3 20.0 4.4 15.6 40.0 11.1 46.7 31.1 24.4 6.7 17.8 2.2

　サービス業 24.5 32.7 2.0 20.4 26.5 8.2 65.3 20.4 16.3 6.1 10.2 4.1

規 

模 

別

　1～ 9 人 12.6 23.7 1.0 14.0 30.9 14.5 40.1 39.6 17.4 14.5 8.2 4.3

　10 ～ 29 人 20.5 40.4 1.2 19.3 27.7 4.8 37.3 43.4 19.3 17.5 10.2 3.6

　30 ～ 99 人 21.0 51.0 1.0 19.0 18.0 9.0 28.0 45.0 10.0 18.0 8.0 5.0

　100 ～ 300 人 25.0 35.0 10.0 35.0 35.0 15.0 40.0 30.0 10.0 30.0 5.0 5.0
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（４）経営上の強み（3項目以内複数回答）［図４］、［表５］

経営上の強みについては、前年度同様に「顧客への納品・サービスの速さ」が27.0％（前年度28.9％）

と最も多く選択され、次いで「組織の機動力・柔軟性」が25.9％（前年度23.8％）、「技術力・製品開

発力」が22.2％（前年度19.0％）であった。

なお、経営状況が良いと回答した事業所のみでみると、第1位は「組織の機動力・柔軟性」で26.4％

（前年度29.8％）、第２位が「製品の品質・精度の高さ」で23.1％（前年度21.1％）、第３位が「技術

力・製品開発力」・「顧客への納品・サービスの速さ」が同率で22.0％（前年度14.0％・33.3％）と

なっている。

図４  経営上の強み（三重県全体）

平成26年

平成25年

平成24年

組織の機動力・柔軟性
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製品・サービスの企画力・提案力

営業力・マーケティング力
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25.9 
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12.3
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表５　経営上の強み（順位表）

順位 三重県全体 製造業 非製造業 経営状況が良いと回答した事業所のみ

1
顧客への納品・
サービスの速さ

27.0%
製品の品質・精度
の高さ

34.7%
組織の機動力・
柔軟性

31.7%
組織の機動力・
柔軟性

26.4%

2
組織の機動力・
柔軟性

25.9%
顧客への納品・
サービスの速さ

30.1%
商品・サービスの
質の高さ

28.6%
製品の品質・精度
の高さ

23.1%

3 技術力・製品開発力 22.2%
生産技術・生産管
理能力

28.3%
顧客への納品・
サービスの速さ

24.3% 技術力・製品開発力 22.0%

4
製品の品質・
精度の高さ

22.0% 技術力・製品開発力 22.8%
優秀な仕入先・資
金調達力

22.0%
顧客への納品・
サービスの速さ

22.0%

5
商品・サービスの
質の高さ

19.5%
組織の機動力・
柔軟性

19.2% 技術力・製品開発力 21.6%
製品・サービスの
独自性

20.9%
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２．従業員（パートタイマーなど短時間労働者を除く）の労働時間について

（１）従業員1人あたりの週所定労働時間（始業から終業までの時間から昼休み等の休憩時

間を除いた時間）［図５］

従業員1人あたりの週所定労働時間については、「40時間」が最も多く51.8％（製造業53.4％、非

製造業50.6％）、次いで「38時間超40時間未満」が22.6％（製造業26.7％、非製造業19.2％）、「40

時間超44時間以下」が13.2％（製造業8.1％、非製造業17.3％）となっている。

（２）従業員1人あたりの月平均残業時間［図６］、［表６］

1人あたりの月平均残業時間については、「0時間（残業なし）」が最も多く32.0％（製造業31.1％、

非製造業32.7％）、次いで「10時間未満」が22.3％（製造業17.6％、非製造業26.2％）、「10~20時間

未満」が21.1％（製造業24.3％、非製造業18.5％）となっており、月平均残業時間の平均値は11.70

時間（製造業12.90時間、非製造業10.73時間）で、全国（11.52時間）と比較すると0.18時間長い。

なお、前年度（11.20時間）と比較すると0.5時間延びている。

業種別にみると、平均残業時間が多い業種は、製造業では「機械器具」が21.84時間（前年度18.81

時間）、非製造業では「運輸業」が23.21時間（前年度26.08時間）であった。

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100％

非製造業

製造業

三重県

図５　週所定労働時間

38時間以下

38時間超40時間未満

40時間

40時間超44時間以下

12.9 19.2 50.6 17.3

11.8 26.7 53.4 8.1

12.4 22.6 51.8 13.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100％

非製造業

製造業

三重県

図６　月平均残業時間

0時間

1～10時間未満

10～20時間未満

20～30時間未満

30～50時間未満

50時間以上

1.032.0 22.3 21.1 13.1 9.1 2.4

31.1 17.6 24.3 12.2 12.6 2.3

32.7 26.2 18.5 13.8 6.2 2.5

表６　月平均残業時間 ( 平均値 )

全　　　国 11.52

三重県　計 11.70

製
　
　
造
　
　
業

製造業　計 12.90

　食料品 7.69

　繊維工業 3.84

　木材・木製品 11.17

　印刷・同関連 13.25

　窯業・土石 10.66

　化学工業 18.50

　金属・同製品 19.04

　機械器具 21.84

　その他製造業 7.85

非  

製  

造  

業

非製造業　計 10.73

　情報通信業 21.67

　運輸業 23.21

　建設業 10.66

　卸売業 7.38

　小売業 9.28

　サービス業 5.24
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３．従業員の有給休暇について

（１）従業員1人あたりの年次有給休暇の平均付与日数・取得日数［図７］、［表７］

従業員1人あたりの平均付与日数については、「15～20日未満」が41.6％（前年度38.3％）と最も

多く、次いで「10~15日未満」が28.4％（前年度30.1％）、「20~25日未満」は16.6％（前年度17.7％）

となっている。平均付与日数は15.0日（前年度15.1日、全国15.6日）である。

また、平均取得日数については、「5~10日未満」が37.3％（前年度39.3％）と最も多く、次いで「5

日未満」が26.5％（前年度23.2％）、「10~15日未満」が25.2％（前年度27.2％）となっている。平均

取得日数は、7.8日（前年度7.8日、全国7.2日）となっており、県内では前年度と変わらず全国より

0.6日多い。

（２）年次有給休暇の取得率［図７］、［表７］

年次有給休暇の取得率については、「70~100％」が31.1％（前年度33.0％）と最も多く、次いで

「50~70％未満」が24.4％（前年度21.9％）、「30~50％未満」が23.6％（前年度20.3％）となってい

る。また、平均取得率は53.9％で全国（48.8％）と比べると5.1ポイント高く、前年度（54.1％）と

比較すると0.2ポイント低い結果となった。なお、従業員規模別にみると「100～300人」の規模が

65.8％と最も高い。

図７　年次有給休暇の取得状況

付与日数 取得日数 取 得 率

平　均 平　均 平　均

10日未満
10.7％

10～15日未満
28.4％

15～20日未満
41.6％

20～25日未満
16.6％

25日以上
2.7％

5日未満
26.5％

5～10日未満
37.3％

10～15日未満
25.2％

15～20日未満
8.8％

20日以上
2.1％

10％未満
5.4％

10～20％未満
6.7％

20～30％未満
8.8％

30～50％未満
23.6％

50～70％未満
24.4％

70～100％
31.1％

表７　年次有給休暇の平均付与・取得日数・取得率

年次有給休暇の平均付与日数 年次有給休暇の平均取得日数 年次有給休暇の平均取得率

（単位：日） （単位：日） （単位：％）

全　　　国 15.6 全　　　国 7.2 全　　　国 48.8

三重県　計 15.0 三重県　計 7.8 三重県　計 53.9

従
業
員
規
模
別

　　1～ 9人 14.5
従
業
員
規
模
別

1 ～ 9 人 8.1
従
業
員
規
模
別

1 ～ 9 人 58.4

10 ～ 29 人 15.1 10 ～ 29 人 7.5 10 ～ 29 人 50.5

30 ～ 99 人 15.1 30 ～ 99 人 7.2 30 ～ 99 人 51.0

100 ～ 300 人 16.3 100 ～ 300 人 10.6 100 ～ 300 人 65.8

業
種
別

製造業　計 15.1 業
種
別

製造業　計 8.5 業
種
別

製造業　計 57.6

非製造業計 14.9 非製造業計 7.2 非製造業計 50.8
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４．新規学卒者の採用について

（１）新規学卒者（平成26年3月卒）の採用充足状況について［表８］

新規学卒者（平成26年3月卒）の採用予定人数に対する実際の採用人数の充足率は、「高校卒」

90.9％（前年度93.5％、全国91.6％）、「大学卒」90.0％（前年度89.6％、全国90.2％）で、平均採用

人数は「高校卒」1.8人（前年度1.8人、全国2.2人）、「大学卒」1.5人（前年度1.6人、全国2.2人）で

あった。前年度に比べると「高校卒」の平均採用人数は変わらないが、採用充足率は2.6ポイント減

少した。また、「大学卒」の充足率は前年度に比べると0.4ポイント上昇したが、平均採用人数は0.1

人減少した。

業種別でみると、製造業では「高校卒」の充足率が94.9％で採用人数が2.0人となった。「大学卒」

の充足率に至っては100.0％で、採用人数は1.6人となっている。なお、非製造業では「高校卒」の充

足率が82.8％、採用人数が1.4人、「大学卒」の充足率が84.6％、採用人数が1.5人となっている。高

校卒、大学卒とも概ね予定通りの採用となった。

表８　新規学卒者の採用充足状況（業種別・規模別）

　区　　　分

高　　校　　卒 大　　学　　卒

事業所数
採用計画

人数
採用実績

人数
充足率

平均採用
人数

事業所数
採用計画

人数
採用実績

人数
充足率

平均採用
人数

　全　　　国 1,982 4,759 4,357 91.6 2.2 1,357 3,304 2,980 90.2 2.2

　三重県　計 45 88 80 90.9 1.8 24 40 36 90.0 1.5

製
　
　
造

　
　
業

　製造業　計 28 59 56 94.9 2.0 9 14 14 100.0 1.6

　　食料品 2 2 2 100.0 1.0 ー ー ー ー ー

　　繊維工業 1 2 2 100.0 2.0 ー ー ー ー ー

　　木材・木製品 3 6 6 100.0 2.0 1 1 1 100.0 1.0

　　印刷・同関連 1 2 2 100.0 2.0 1 2 2 100.0 2.0

　　窯業・土石 2 2 2 100.0 1.0 1 1 1 100.0 1.0

　　化学工業 － ー ー ー ー ー ー ー ー ー

　　金属・同製品 10 23 21 91.3 2.1 4 8 8 100.0 2.0

　　機械器具 7 18 17 94.4 2.4 2 2 2 100.0 1.0

　　その他製造業 2 4 4 100.0 2.0 ー ー ー ー ー

非  
製  

造  

業

　非製造業　計 17 29 24 82.8 1.4 15 26 22 84.6 1.5

　　情報通信業 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

　　運輸業 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

　　建設業 11 18 15 83.3 1.4 4 6 5 83.3 1.3

　　卸売業 2 4 4 100.0 2.0 6 11 10 90.9 1.7

　　小売業 3 5 3 60.0 1.0 3 4 3 75.0 1.0

　　サービス業 1 2 2 100.0 2.0 2 5 4 80.0 2.0

規 

模 

別

　　1～ 9 人 2 3 2 66.7 1.0 2 2 2 100.0 1.0

　　10 ～ 29 人 13 24 22 91.7 1.7 5 6 5 83.3 1.0

　　30 ～ 99 人 26 47 42 89.4 1.6 12 19 16 84.2 1.3

　　100 ～ 300 人 4 14 14 100.0 3.5 5 13 13 100.0 2.6
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（２）新規学卒者の初任給［図８］

新規学卒者の初任給（通勤手当を除いた所定内賃金総額（税込額）について、高校卒が166,991円

（前年度165,614円、全国155,134円）、大学卒が192,917円（前年度194,134円、全国192,437円）

となっている。高校卒は前年度より1,377円高く、全国より11,857円高い。大学卒は前年度より1,217

円安く、全国より480円高い。

（３）新規学卒者の採用計画の有無について（複数回答）［図９］

平成27年度の新規学卒者（平成27年3月卒）の採用計画については、調査時点（平成26年7月1

日）で、「ある」とするのが20.5％（前年度15.2％、前々年度11.8％、全国21.4％）、「ない」が61.8％

（前年度62.7％、前々年度63.2％、全国60.2％）、「未定」が17.7％（前年度22.1％、前々年度25.0％、

全国18.3％）となっており、採用計画が「ある」と回答した事業所は前年度より5.3ポイント上昇した。

また、採用計画があるとする103事業所の中で、「高校卒」を採用する事業所が73事業所、「大学

卒」を採用する事業所が36事業所となっている。なお、採用計画人数では、「高校卒」が1社平均1.9

人（前年度1.9人、全国2.3人）、「大学卒」が1.8人（前年度2.2人、全国2.2人）である。

前年度に比べると「高校卒」の人数は変わらず、「大学卒」は0.4人減少している。

図８　新規学卒者の初任給
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図９　新規学卒者の採用計画 ある ない 未定
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５．女性の管理職について

（１）女性の管理職の有無と登用されている管理職（管理職は複数回答）［図10］、［図11］

女性の管理職の有無については、「女性の管理職がいる」が32.6％（全国32.2％）、「女性の管理職

はいない」が67.4％（全国67.8％）と、約3割の事業所が女性の管理職がいると回答しており、全国

に比べると0.4ポイント高い。また、登用されている管理職については「役員」の回答が73.5％（全

国63.9％）と最も多く、次いで「課長級」が17.3％（全国28.3％）であった。

６．非正規雇用労働者について

（１）非正規雇用労働者数と増加している雇用形態（雇用形態は複数回答）［図12］、［図13］

非正規雇用労働者の雇用については、昨年と比較すると「変わらない」が83.1％（全国77.8％）と

８割以上を占めており、「増加している」と「減少している」がともに8.5％（全国12.5％、9.7％）で

同率であった。また、増加している雇用形態については「パートタイマー」が54.8％（全国54.6％）

と最も多く、次いで「嘱託・契約社員」が33.3％（全国33.0％）、「派遣労働者」が23.8％（全国

21.2％）の順であった。パートタイマーが増加しているとする非製造業（73.7％）では、製造業

（39.1％）と比較して34.6ポイント高くなっている。

図10　女性の管理職の有無

増加している
32.6％

減少している
67.4％

図11　登用されている管理職
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図12　非正規雇用労働者数の比較について
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図13　増加している雇用形態について
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（２）非正規雇用労働者の雇用要因（複数回答）［図14］

非正規雇用労働者の雇用要因については、「定年後の継続雇用制度を導入しているため」が37.5％

（全国28.8％）と最も高く、次いで「労働コスト削減のため」が34.8％（全国35.0％）、「臨時的・一

時的業務が増加したため」が26.7％（全国28.1％）の順であった。

（３）非正規雇用労働者の正規雇用への転換［図15］

非正規雇用労働者の正規雇用への転換については、「転換したことはない」が86.8％（全国79.9％）

と大半を占めており、「転換したことがある」は13.2％（全国20.1％）であった。

（４）正規雇用に転換するメリットと課題（複数回答）［図16］、［図17］

正規雇用に転換するメリットについては、「長期勤続、定着が期待できる」が86.2％（全国80.7％）

で８割を越えており、次いで、「非正規雇用労働者の雇用に対する不安感を払拭できる」が40.0％（全

国35.1％）、「要員を安定的に確保できるようになる」が35.4％（全国31.4％）の順であった。
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図14　非正規雇用労働者の雇用要因

0 10 20 30 40％

26.7 
28.1 

34.8 
35.0 

20.9 
21.2 

13.5 
18.0 

16.2
12.5

24.0 
20.7

1.4 
1.5 

2.7
3.5

37.5 
28.8 

4.4 
6.7 

図15　非正規雇用労働者の正規雇用への転換について
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なお、正規雇用に転換する上での課題については、「正社員との仕事や労働条件のバランスの図り

方」が38.1％（全国32.4％）で最も高く、次いで、「課題はとくにない」が27.0％（全国34.6％）、「既

存の正社員との雇用調整が必要になった場合の対応」が25.4％（全国19.1％）の順であった。

７．賃金改定について

（１）賃金改定の実施状況の有無［図18］、［表９］

賃金改定の実施については、「引上げた」が40.6％（前年度33.1％、全国43.2％）で、賃金を引き

上げる事業所が前年度よりも7.5ポイント高くなり、４割以上の事業所が賃金を「引上げた」と回答

した。

また、調査時点（平成26年7月1日）で賃金改定を「今年は実施しない(凍結)」が23.9％（前年度

27.6％、全国19.7％）、「7月以降引上げる予定」が6.0％（前年度5.3％、全国8.8％）であり、「今年

は実施しない（凍結）」は3.7ポイント前年より減少したが、全国より4.2ポイント高い。

他方、「引下げた」と回答した事業所は0.6％（前年度1.2％、全国0.9％）、「7月以降引下げる予定」

が0.2％（前年度1.8％、全国0.5％）となっている。なお、「未定」が28.8％（前年度31.1％、全国

26.9％）と、前年度に比べると2.3ポイント減少しているが３割近くを占めている。

［表９］の業種別をみると、製造業では「引上げた」の回答が44.6％と最も高く、前年度(39.1％)

より5.5ポイント上昇している。次いで「未定」が29.9％、「今年は実施しない（凍結）」が19.6％で

あった。非製造業では「引上げた」が37.3％で最も高く、次いで「未定」28.0％、「今年は実施しな

い（凍結）」27.2％の順であった。

図17　正規雇用に転換するうえでの課題
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図18　賃金改定の実施について
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（２）平均昇給額・昇給率　（平均昇給・上昇　※加重平均）［図19］、［図20］、[表10]

昇給を行った事業所の平均昇給額は6,224円（前年度4,805円、前々年度4,114円、全国5,529円）、

昇給率は2.42％（前年度1.90％、前々年度1.67％、全国2.25％）となっており、前年度に比べ0.52

ポイント増加した。

［図20］の業種別平均昇給額をみると、回答事業所数の少ない「化学工業」と「情報通信業」を除

くと、前年度に比べて最も高かったのは「小売業」で、昇給額は8,534円と前年度（3,051円）より

5,483円高くなっている。逆に、「印刷・同関連」は3,397円で前年度（5,370円）より1,973円、「機

械器具」は4,365円で前年度（5,635円）より1,270円減少している。

また［表10］の改定後の平均賃金をみると、回答事業所数の少ない「化学工業」と「情報通信業」

を除くと、昇給額が最も高いのが製造業では「窯業・土石」の7,531円で、非製造業では「建設業」

の7,179円であった。

表９　賃金改定実施状況（業種別・規模別）　　　　　　　　　　　　(%）

　区　　　分 引上げた 引下げた
今年は

実施しない
（凍結）

７月以降引
上げる予定

７月以降引
下げる予定

未定

　全　　　国 43.2 0.9 19.7 8.8 0.5 26.9

　三重県　計 40.6 0.6 23.9 6.0 0.2 28.8

製
　
　
造

　
　
業

　製造業　計 44.6 0.9 19.6 4.5 0.4 29.9

　　食料品 30.0 ー 36.7 3.3 ー 30.0

　　繊維工業 10.5 5.3 31.6 ー ー 52.6

　　木材・木製品 37.0 ー 25.9 3.7 ー 33.3

　　印刷・同関連 25.0 ー 25.0 ー 8.3 41.7

　　窯業・土石 36.8 ー 13.2 7.9 ー 42.1

　　化学工業 50.0 50.0 ー ー ー ー

　　金属・同製品 66.7 ー 9.8 7.8 ー 15.7

　　機械器具 60.0 ー 12.0 4.0 ー 24.0

　　その他製造業 60.0 ー 20.0 ー ー 20.0

非  

製  

造  

業

　非製造業　計 37.3 0.4 27.2 7.2 ー 28.0

　　情報通信業 33.3 33.3 ー 33.3 ー ー

　　運輸業 28.9 ー 34.2 2.6 ー 34.2

　　建設業 38.7 ー 20.4 8.6 ー 32.3

　　卸売業 48.9 ー 19.1 10.6 ー 21.3

　　小売業 29.2 ー 37.5 4.2 ー 29.2

　　サービス業 38.0 ー 34.0 6.0 ー 22.0

規 

模 

別

　　1～ 9人 27.8 0.5 32.5 5.7 ー 33.5

　　10 ～ 29 人 41.4 1.2 21.3 7.1 ー 29.0

　　30 ～ 99 人 62.7 ー 9.8 3.9 1.0 22.5

　　100 ～ 300 人 55.0 ー 25.0 10.0 ー 10.0

図19　平均昇給額と昇給率の推移（平均昇給・上昇　加重平均）
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表 10　改定後の平均賃金（引上げ・引下げ相殺）※加重平均

　区　　　分
事業所数 対象者数 改定前賃金 改定後賃金 昇給額 昇給率 格差

（人） （円） （円） （円） （％） （％）

　 　全　　　国 9,222 245,507 243,854 248,673 4,819 1.98 100.0

　　　三重県　計 201 4,154 259,058 264,175 5,117 1.98 106.2

製
　
　
造

　
　
業

　製造業　計 90 2,041 249,028 253,957 4,929 1.98 109.7

　　食料品 12 219 278,308 280,992 2,684 0.96 67.8

　　繊維工業 4 13 241,815 246,969 5,154 2.13 153.2

　　木材・木製品 13 122 206,932 211,994 5,062 2.45 101.6

　　印刷・同関連 2 24 243,250 245,656 2,406 0.99 67.4

　　窯業・土石 13 168 268,439 275,970 7,531 2.81 167.3

　　化学工業 1 10 216,000 226,000 10,000 4.63 213.8

　　金属・同製品 26 990 249,274 254,423 5,149 2.07 103.8

　　機械器具 10 376 245,092 249,457 4,365 1.78 94.8

　　その他製造業 9 119 226,014 231,269 5,255 2.33 112.3

非  

製  

造  

業

　非製造業　計 111 2,113 268,746 274,044 5,298 1.97 101.0

　　情報通信業 1 66 291,256 299,992 8,736 3.00 137.6

　　運輸業 11 467 277,520 279,263 1,743 0.63 66.8

　　建設業 40 619 289,286 296,465 7,179 2.48 100.7

　　卸売業 21 443 250,145 256,192 6,047 2.42 125.3

　　小売業 16 212 286,024 292,706 6,682 2.34 139.2

　　サービス業 22 306 223,907 228,045 4,138 1.85 81.4

規 

模 

別

　　1 ～ 9 人 71 263 257,892 264,103 6,211 2.41 137.5

　　10 ～ 29 人 69 775 262,281 267,541 5,260 2.01 96.3

　　30 ～ 99 人 52 1,998 257,187 263,176 5,989 2.33 119.9

　　100 ～ 300 人 9 1,118 260,441 263,643 3,202 1.23 73.4

※加重平均　＝
（各事業所の昇給額×対象人数）の総和

常用労働者の総和

図20　業種別平均昇給額（平均昇給・上昇　加重平均）
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（３）賃金改定の内容と決定要素（複数回答）［図21］、［図22］

賃金改定の内容については、「定期昇給」が41.5％（全国48.1％）で最も高く、次いで、「基本給の

引上げ（定期昇給制度のない事業所）」が43.7％（全国39.0％）が続いている。また、賃金改定の決

定要素としては、「企業の業績」が59.6％（全国61.3％）、「労働力の確保・定着」が32.2％（全国

40.6％）、「消費税増税」27.4％（全国23.7％）の順であり、約６割が「企業の業績」と回答した。

図21　賃金改定の内容
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図22　賃金改定の決定要素
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